
行政評価シート（事務事業評価） 評価年度 2８年度 

事業名 民生委員活動事業費 担当課 福祉課

細分化した事業名

１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

基本方向 誰もが安心して暮らせるまちづくり

第６次長期総合計画での目的体系 政策 地域の絆を深める福祉社会の実現

施策 地域福祉体制の確立

関連する個別計画等 根拠条例等 民生委員法

２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的

民生委員児童委員へ活動費及び研修費を支給し、運営の強化及び民生委員児童委員活動の一層の強化を図る。

事業の手段 

活動費 111人×200円×12ヶ月
全国民生委員児童委員大会参加補助
謝金 各町会長職 16,000円
   その他民生委員児童委員（主任児童委員含） 12,000円

事業の対象

民生委員児童委員

３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

25 年度 26 年度 27 年度

A 事業費 (千円) 2,100 1,638 1,754
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 0

その他（使用料・借入金ほか） 0 0 0

一般財源 2,100 1,638 1,754

B 担当職員数（職員 E） (人) 0.15 0.1 0.1

C 人件費(平均人件費×E) (千円) 973 679 671

D 総事業費(A+C) (千円) 3,073 2,317 2,425

主な事業費用の

説明 
活動費、研修費、謝金等 

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した 25 年度（6,491 円）,26 年度（6,794 千円）,27 年度（6,715 千円）を使用しています。 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量）

指標名 指標の算出方法

実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度 

活動指標

１
民生委員児童委員数
（内主任児童委員数）

111人

（22人）

111人

（22人）

111人

（22人）

２
相談・支援件数  2,558 件 2,312 件 2,678 件

３
活動日数  13,709 日 8,765 日 12,591 日

妥当性 □ Ａ 妥当である ■ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない

上記活動指標と妥当性
の説明

１
民生委員児童委員の定数は県の条例で定められている。民生委員児童委員の役割・仕事量は増して
おり、定数を減らすことは考えられない。

２
高齢化・核家族化が進む中で、地域住民からの相談は増加している。

３
地域での見守り活動や生活困窮者への支援など、日々の活動量は重要度が増している。



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標

１
一人当たりの平均相談・支
援件数

相談・支援件数／定数 24件

2,558/111

21件

2,312/111

25件

2,678/111

２
一人当たりの平均活動日

数

活動日数／定数 124日

13,709/111

79日

8,765/111

114日

12,591/111

３

成 果 □ Ａ 上がっている ■ Ｂ ほぼ上がっている □ Ｃ 上がっていない

上記指標の妥当性と成
果の内容説明

１
地域に暮らす身近な相談相手として、地域住民からの生活上の心配ごとや困りごと、医療や介護、
子育ての不安など福祉全般にわたり相談・支援活動を行っている。必要な支援への「つなぎ役」と

して、課題は複雑・困難さが増している。

２
見守り活動など、日々の活動に数はかなり増加している。

３

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 ■ Ｂ 期待どおりに達成 □ Ｃ 期待以下の達成

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開

□ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する）

今後の事業展開
□ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等

の見直しが必要）

□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業と統合

する）

□ 廃止（廃止の検討が必要）

事
務
事
業
の
改
善
案

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか）

28年度の改善計画（今後の事業展開説明）
世帯数・人口は減少傾向にあるが、高齢化・核家族化が進む中で、地域住民からの相談は増加し、福祉課題は
全般にわたり複雑・困難さが増している。さらに、生活困窮者への支援や地域での見守り活動など、民生委員
児童委員の仕事量は、減ることはなく、増加し重要度も増している。
そのような中、民生委員児童委員の成り手がなく、改選期には後任の選出が困難になってきている。
安心して相談業務ができ、必要な支援へのつなぎ役になれるよう、研修機会を増やし、制度の情報提供を密に
していく。

過去
の 
改善
経過

27年度から活動費 200円×12ヶ月に変更【これまで 190円×12ヶ月】

課長所見 民生児童委員の確保策について、早急に検討していく必要があると考える。


